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我が国の高齢化は急速に進んでおり， 人口構成，
医療， 社会保障， 経済， 労働力など， 社会全体に
多大な影響を及ぼしている。２０２２年時点で国内の

６５歳以上の高齢者の割合は約２９％と過去最高で，
７５歳以上の後期高齢者の割合も約１５％となってい

る。 平均寿命は男性で８１．４１歳， 女性では８７．４５歳

（２０１９年） と延伸しているが， 健康寿命について

は男性が７２．１４歳， 女性が７４．７９歳に留まっており，
平均寿命との差が約１０年間あることが課題となっ
ている。 この 「健康でない期間」 を縮小し， ｗｅｌｌ‐
ｂｅｉｎｇ（身体的・精神的・社会的に健康で豊かで

あること） に向けたさまざまな戦略や政策が実施

されている。健康寿命の延伸と健康格差の是正を

掲げて２０００年に発足した「健康日本２１」第１期，
２００３年の健康増進法の制定を経て，２０１３年からは

良好な社会環境構築を目指す「健康日本２１」第２
期による１０ヵ年計画の取り組みが施行された。 こ

の第２期では「健康を支え， 守るための社会環境
の整備」 を目標に掲げ， 地域包括ケアシステムの

推進とともに， 地域創りにも重点が置かれたこと

に特徴がある。 高齢者の地域における自立した生
活を可能にするうえで， 地域コミュニティは非常

に重要な役割を担う。本稿では， 地域高齢者に対
するＳｕｓｔａｉｎａｂｌｅな行政の取り組みとその成果に

ついて， 私たちの経験も交えて概説する。

一丁１
【

ヘルス プロモーショ ンの

変遷と課題

健康日本２１における一次予防や健康づくり政策
は当初から各自治体へ十分に浸透しているとは言
えない状況であった。 第１期の結果も内容の重複

する２１項目を除く５９項目のうち， 目標値を達成し
①福岡ハートネット病院

　

②福岡大学医学部
③福岡大学西新病院

　

④福岡大学

たのは１０項目のみにすぎなかった。 また， 達成し

た項目についても健康増進法の制定等による「た
ばこ政策」の結果と重複するものも含まれていた。
この意に反した結果も相まって， 数値的な結果が
得られやすいハイリスクアプローチにあたる特定

健診や保健指導へと予防の重点が移ったことが，
我が国の社会環境整備がおくれた要因の一つとい
える。 また， 地域間の健康格差にも注目が集まり，
２００７年時点で都道府県間において最大３年以上の
健康寿命の差が存在した。 これらの課題解決を目
標に掲げ， 第２期健康日本２１では地域における社
会環境の整備が強化されることとなった。２０１５年

にハイリスクアプローチから 「地域づくりによる

介護予防」 を推進するポピュレーションアプロー

チへと再度転換が図れたことは大きな転機であっ
たといえる。２０１３年から１０年間行われた政策の最

終評価では５３項目の目標項目のうち８項目が達成
され， 健康寿命は男性で２．２６年， 女性で１．７６年の

延伸が示された （平均寿命の延伸は男性１．８６年，
女性１．１５年）。最重要目標の「平均寿命の増加分
を上回る健康寿命の増加」を達成したわけである
が， 一方でメタポリックシンドローム及び肥満該

当者の増加等の一次予防関連が増悪する矛盾を生
じた。 この要因には脳・心臓血管・整形外科領域

の治療技術の進歩に伴う既往疾患の予後改善が考
えられる。健康寿命延伸の要因を考えた場合には
生活環境の改善や医療技術の進歩による疾患死亡

率の減少の影響を十分に考える必要がある１）。各
地方自治体において住民の生活環境や健康状態の
的確な把握が不可欠であり， 超高齢社会を迎えて
いる地方においては特に人口構造や経済・産業構

造が変化しており， 各地域の現状に合わせた健康
増進計画の策定が求められる。

　　

亘． 各自 治体 での 取 り 組 み

　

多くの都道府県， 市町村では， ｗｅｌｌ‐ｂｅｉｎｇと し
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表 １

　　

健康増進， 介護予防の施策

１）自治体での取り組み

　

運動機能向上プログラム （奈良県広陵町）

　

いきいき百歳体操（大阪府能勢町）

　

亀岡スタディ （亀岡市， 京都府， 京都府立医科大学

　

を中心）

　

コグニケア （神戸市， 神戸大学を中心）
２）住民主体の通いの場

　

元気応援くらぶ（千葉県松戸市）

　

憩いのサロン（愛知県武豊町）

　

地域ふれあいサロン（大分県大分市）

　

介護予防サロン（兵庫県神戸市）

て健康増進や介護予防の施策が行われているが，
施策に対する自治体からの客観的なアウトカムは
非常に少ない。国内における行政による取り組み
について医学中央雑誌文献データベースと Ｍｅｄｉ‐
ｃａＩＦｉｎｄｅｒを用いて検索した中からいくつかを抜

粋する （表１）。

　

取り組みの内容でみると， 衰弱 （フレイル） 予
防に関するものが多い。 Ｗｅｌｌ‐ｂｅｉｎｇであることを

掲げるうえで問題となるフレイルについて， 日本

老年医学会は一般的な筋力低下や動作能力の低下
のような身体的問題だけでなく， 認知機能やうつ
などの精神・心理的問題， 独居や経済的困窮など
の社会問題を含む概念と定義している。

　

身体的フレイルに関する取り組みとして， 奈良

県広陵町の運動機能向上プログラムでは３ヵ月間

の取り組みによる運動機能と健康関連ＱＯＬの改
善が報告された。大阪府能勢町の「いきいき百歳
体操」も同様に， 筋力運動が中心のプログラムで
ある。 参加により身体機能の維持・改善だけでな
く， 主観的な健康観の向上や社会参加の増加が報
告された。 京都亀岡スタディも介護予防，（フレイ

ル対策） を目標に構成されているが， 運動を中心
に， 食事・栄養， 口腔ケアからなる複合型プログ

ラムである点が特徴である。運営は３者協定（大
学・行政・国の研究機関） に基づき行われ， 教室
の介入と自宅での介入を比較・組み合わせをした
取り組みとなっている。 身体活動量の増加， 筋量

や体力の向上と維持， そして要介護認定者数や介
護給付費の抑制が示された。

　

認知機能に関する取り組みでは政府の「認知症
施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」 に基づ
く形で展開されてき，たが， 高齢者の地域との 「共

生」を目標に掲げ，２０１９年に認知症施策推進大綱
が取りまとめられた。国策として認知症対策の強
化が図られている一方でその予防法についての確
立された方法は未だ存在せず， 各自治体が工夫し
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ながら取り組んでいる。 神戸市では， 神戸大学を

中心とした取り組みである 「コグニケア」 が展開

され， 運動を含めた複合的な介入が進行中である。
これまでの成果報告では， 同神戸市の２０１６年に行

われた認知症予防教室での取り組みにおいて， 身
体運動と認知トレーニング， 栄養教育， 認知症の

講義からなるプログラムによる認知機能の改善効
果がわかっている。

　

フレイル予防・認知症予防のいずれの取り組み

も資金に制限がある中で， 費用対効果の低さや住
民参加率の低さが課題となり， 事業の継続に難渋
している自治体は少なくない。Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅな戦略

が必要にもかかわらず， 短期間での事業終了に至
るところも多く， 今後の課題として企業との共

働・連携や参加者のモチベーションをあげる効果
的な施策が求められている。
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ｍ． 住民主体の通いの場の創出

　

我が国の介護予防政策は２０１５年に大きな見直し
がなされた。 ハイリスク者を選別して介護予防教
室に繋げる 「ノ・イリスクアプローチ」 から， 全高

齢者を対象にする 「ポピュレーションアプロ」

チ」へ転換したが， 具体的には全地域住民を対象
にした 「通いの場」 の創出へと舵を切ったのであ

る。要因としてＪＡＧＥＳ（日本老年学的評価研究）
などの研究によって， 社会参加をしている高齢者

が多い地域では要介護者が少ない等の予防効果が
示されたことが挙げられる。 要介護リスク尺度を
用いて， 全国１０道県２４市町の高齢者３，７６０人を３

年間追跡した結果， 通いの場に１年以上の継続参
加をした７５歳以上の高齢者では非参加者と比較し，
要介護リスクが４６％少ないことが示されたのだ２）。
自治体レベルでは千葉県松戸市で行われている通
いの場 「元気応援くらぶ」 において，１年間の参

加による要介護認定者数の抑制効果が確認された
（表１）。愛知県武豊町では住民を主体とした「憩
いのサロン」 が開催されている。 趣味， 体操， ボ

ランティア活動， 健康関連の情報交換の場となっ
ており， 要支援・介護認定者数の抑制効果や認知
症発症リスクの減少が報告された。神戸市の「介
護予防サロン」でも認知機能をはじめ複数の健康
アウトカムの改善を認めている。 これらの例を含

め要介護リスクや介護給付費が低いといった通い

の場づくりに関する複数のエビデンスが報告され
て い る３）

。

大分の「健康寿命日本一おおいた創造会議」を
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中心とした取り組みでは， 経済団体や報道機関，
大学， 住民組織， 行政機関など， 複数分野の３９団
体と大分県が中心となり， ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅで ｗｅｌｌ‐ｂｅ‐

ｉｎｇな健康づくり運動を展開している。 高齢者の

通いの場にも注力しており， 公民館や集会所など
でレクリエーションや体操をする 「地域ふれあい

サロン」を開催し非常に高い参加率を維持してい
る。 データベース上では成果に関する報告は見当

たらなかったが，２０１９年の都道府県別の「健康寿
命」 では， 大分県の男性が７３．７２歳で１位となっ
ている。 前回の順位は７１．５４歳の３６位から大幅な

上昇を認めており， 取り組みとの関連についても

詳細な報告が期待される。

　　

ｙ． 高齢者に効果的なプログラム

健康寿命と平均寿命の両方が延伸している一方
で， 高齢者に有用なプログラムは依然として確立

はされておらず， 健康寿命の延伸に向けて求めら
れるニーズを改めて把握する必要がある。 要介護

になる原因の第１位は脳血管疾患から認知症へ変
わり， 少なくとも認知機能の維持が不健康寿命の
短縮や医療費の軽減につながる可能性がある。ま
た，．日常生活における活動制限となる主原因とし
て腰痛や関節痛が上位を占めていることから， 身

体的なフレイル対策も重要な要素であることも明
らかとなった４）。

　

また， 文部科学省は「超高齢社会における生涯
学習の在り方に関する検討会」の中で， 高齢者の
学習や高齢者に向けた教育は， 生きがいの形成と
心身の健康増進および介護予防につながると述べ
ている。

　

１． フレイル対策における海外のエビデンスと

　　

我が国の研究

　

多くの疫学研究から高齢者の身体活動量が認知
機能と密接な関係があることが示されており， 運
動を含めた多因子介入の重要性が改めて認識され
ている５）。 加えて， 地域在住高齢者の社会参加と

要介護認定度， 幸福感や身体的フレイルとの関連
性も報告されている６）。

　

認知症に対する多因子介入のエビデンスとし

て２０１５年にフィンランドから発表されたＦＩＮＧＥＲ

（ＴｈｅＦｉｎｎｉｓｈＧｅｒｉａｔｒｉｃｌｎｔｅｒｖｅｎｔｉｏｎＳｔｕｄｙｔｏｐｒｅ‐

ｖｅｎｔＣｏｇｎｉｔｉｖｅｌｍｐａｉｒｍｅｎｔａｎｄ Ｄｉｓａｂｉｌｉｔｙ） 研究

がある （表２）。 認知機能がやや低下し， 高血圧
症や糖尿病， 脂質異常症といった血管危険因子を
持つ高齢者を対象に， 週１～３回の筋力トレーニ

ー臨淋と研究・１００巻７号－

表

　

２

　　

フレイル対策における多因子介入研究と

　　　　

エビデやンス

ＦＩＮＧＥＲ研究 （フィンランド）：総合的な脳機能の改善
ＭＡＰＴ研究（フランス）：認知機能の低下が軽減

Ｊ‐ＭＩＮＴ研究（日本）：認知機能抑制に対する効果
ｊ‐ＭＩＮＴＰＲＩＭＥ研究（日本）：地域における軽度な介入

　　　　　　　　　　　

の効 果

（進行中， Ｗｏｒｌｄｗｉｄｅ‐Ｆ工ＮＧＥＲＳに参画）

ング， 週２～５回の有酸素運動に加えて， 脳機能

訓練， 栄養指導などの多因子介入を２年間にわ
たり実施したものだ。 講義の受講のみの対象群に
比べ， 多因子介入群でより総合的な脳機能の改
善が得られることが示された７）。 その後も， 多因

子介入により認知機能の低下が軽減されることが
フラ ンス を中心と した ＭＡＰＴ （ＭｕｌｔｉｄｏｍａｉｎＡ１‐

ｚｈｅｉｍｅｒ Ｐｒｅｖｅｎｔｉｖｅ Ｔｒｉａｌ） 研究でも明らかにさ

れた。 我が国でも， 認知症のリスク軽減に関して

Ｊ‐Ｍ１ＮＴ （］ａｐａｎ‐Ｍｕｌｔｉｍ。ｄａｌ１ｎｔｅｒｖｅｎｔｉｏｎＴｒｉａｌｆｏｒ

Ｐｒｅｖｅｎｔｉｏｎ ｏｆＤｅｍｅｎｔｉａ） 研究がスター トした。

多因子介入プログラムの認知機能低下抑制に対す
る効果の検証だけでなく， そのメカニズムの解明

や民間企業と連携した認知症予防サービスの構築
に至るまで幅広くカバーするものである８｝。 地域

の実情に合わせた介入を行う類似研究の｝‐ＭＩＮＴ
ＰＲＩＭＥも進行中であり， あわせて結果が待たれ

る。

　

２． 教育ｏ学習に対するエビデンス

　

高齢者に対する教育の機会については１９９１年の

国連総会で「高齢者のための国連原則」（Ｒｅｓｏｌｕ

ｔｉｏｎ４６／９１） で規定さ れた。「自立」「参加」「ケ

ア」「自己実現」「尊厳」 の５つのテーマにおいて

１８の原則のほか， 教育の機会の必要性と社会との

ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅな関わり， 自己研鎖や自らの可能性追

求の重要性についても明記されている。 高齢者の

学習・教育における欧米での取り組みは， 主に高
齢者大学や大学と連携した生涯学習プログラムと
して展開されてきた。 我が国では， 昭和２０年代の

老人クラブの設立以降， 文部省 （現文部科学省）
や厚生省 （現厚生労働省） が中心となり高齢者大
学やシニアカレッジとして事業展開されてきたが，
助成金の撤廃や廃止により徐々に規模が縮小して
きたのが現状である。 内容についても海外で重点

が置かれている高齢者と若年世代の共生， 相互交
流の観点が乏しく， 受け身でネガティブな印象が
強いものであったと言わざるを得ない。 平成７年

医療関係者・大学講師等

各種専門家が多様な講座を開設
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に「高齢社会対策基本法」 が制定され， 翌８年に

高齢社会対策大綱が策定されて以降， 高齢社会の

進展とともに， これまでに４回の改変が行われ指

針が示されてきた。 その過程で， 高齢者像につい

てもポジティブな内容へと転換が図られ「意欲あ

る高齢者の能力発揮を可能にする社会環境を整え

ること」 と表現されるに至った。 高齢者の社会活

動の促進を図る面でも学習の必要性が認識される

ようになったことは非常に意義深いものがある。

　

高齢者大学の社会的機能については人間関係の

充実化や地域におけろり」ダーの創出へつながる

ことが指摘されており， 近年ではその機能に着目

し， 市町村単位での展開が期待されている９）。 医

療・介護に関する知識の習得と運動の機会， そし

て社会参加の推進を目的とした包括的な取り組み

．も行われている。 一般的な介護予防事業では内容

に偏りが生じやすく， 精神的・身体的フレイルに

対して多面的なアプローチが困難であることが高

齢者大学の形態に至ったその要因と考えられる。

Ｖ． みやき健幸大学の取り組み

私たちは， 佐賀県みやき町において「健幸大

学」による多因子介入と通いの場の創出に取り組

んでいる。 地方自治体がｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅで効率的な

介入プログラムを確立し， 地域住民がｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ

に楽しく過ごす「健幸長寿の町」を実現すること

を目標に掲げている。福岡大学， 地域の医師会及

び医療機関， 民間企業， そして， みやき町が連携

した取り組みである。 一部は， みやき町と福岡大

学との包括的連携に関する協定書に基づき実施さ

底上げをすることで

地域で健幸活動を行い

お互いに支えあう

健幸大学卒業生

　　　　　　　　　

キーパーソン
健康増進計画

　　

の育成

町民の行動変容へ

とつながる講座

町民が俊幸になる

ためのしかけづくり

　　

健康講座
健康コミュニティ

づくり

町民自ら計画づくりに

　　　

携わることで

　　

コミットメント

　　　　

を高める

れている。「みやき健幸大学」 の理念は， ①地域

に健康を軸としたコミュニティ形成を行い， ②学

習や運動の機会を提供し， キーパーソンを育成し

ていく。 そして， ③形成されたコミュニティや人

間関係の中で自らが周囲の住民を巻き込んで活躍

の場を拡大していく。最終的に④町民全体の健康

に対する意識変容に繋げ，「健幸長寿の町」を築

くことにある （図１）。 プログラムでは， 参加者

が飽きずに楽しめることに重点を置き， 運動機能

訓練や脳機能訓練， 講義でも参加者相互のコミュ

ニケーションの機会を多く取り入れることが特徴

である （図２）ｄ

　

「みやき健幸大学」 は，１４週間のプログラムで

構成され， 取り組みの効果について体組成， 運動

機能， 脳機能と各種血液検査を実施し報告した１０）

一般的な大学における単位認定基準と同様に， 出

席率２／３以上の参加者を介入群とし， それ以外を

脱落群とした。 各プログラムの内容と効果を表３

に示すが， 参加の前後で脳機能や運動機能， 体組

成の改善を認めた。 また， 表４に示すように， 介

入群では， 認知機能や注意機能検査の代表的な検

査法である ＴｒａｉＩＭａｋｉｎｇＴｅｓｔ‐Ａ （ＴＭＴ‐Ａ） で有

意な検査時間の短縮を得た。また， 運動機能とし

て動的バランス能力の評価法として用いられる

Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌｒｅａｃｈｔｅｓｔ（ＦＲＴ） の有意な改善や全

身筋肉量増加や体脂肪率減少を認めた。 しかし，
脱落群では， これらいずれの項目でも有意差を認

めなかった。 さらに， 介入群では， プログラムへ

の参加率が非常に高く， すべての講座において９０

％以上であったｌｏ）。
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表

　

４

　　

健幸大学受講前後 （介入群） における検査結果

受講前 受講後

　　　　

Ｐ

認知機能
ＴＭＴ‐Ａ （秒）

　　

５３．１±１７．３

　　

３７．５±１２．８

　

＜．０００１

運動機能
ＦＲＴ （ｃｍ）

　　　　

３３．４±３．９

　　

３５．７±４．６

　　

０．０３９

体組成

　

体脂肪量（ｋｇ）

　

筋肉量（ｋｇ）

血液検査
ＬＤＬ‐Ｃ（ｍｇ／ｄｌ）

報・特定健診等情報データベース （ＮＤＢ） や国保

データベース （ＫＤＢ） システム等の医療費の関係

データを用いて， 実施する取り組みの有効性を確

認していくことが重要である。 今後， 多くのプロ

グラムの成果累積によりｗｅｌｌ‐ｂｅｉｎｇな医療・福祉

の質的向上さらに医療経済効果につながることを

期待する。
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左上段：健康講義，右上段：脳機能訓練，数字盤（公文）
左下段：運動機能訓練 （ジム）， 右下段：コミュニティ形成の場
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効 果

実施項目 内

　　　

容 効

　　　

果（一部抜粋）

脳機能訓練 簡単な演算， 読み書き，
１～１００の数字盤

ＴｒａｉＩ ＭａｋｉｎｇＴｅｓｔ‐Ａ検査（脳機能検査， 注意・選択性
評価） での改善。

運動機能訓練 運動器具を使用した
レジスタンストレーニング
（筋力トレーニング）

運動機能テスト（バランス能力， 歩行・運動能力） での
改善。
体組成測定における総筋肉量， 上肢筋肉量， 体幹の筋肉
量の増加と体脂肪の減少。
血液検査でのＬＤＬ‐Ｃ（悪玉コレステロール） の低下。

健康講義 大学教授， 各診療科の医師，
理学療法士， 看護師， 薬剤師，
栄養士など各分野の専門家に
よる健康に関する講義。

糖尿病， 循環器， 整形外科， 脳神経学等の科目から介護
体験， 終活や遺産相続に関する多様な内容。
９７％の参加率（介入群：２／３以上の参加者）。
参加者間でのコミュニティ形成。
講座終了後の参加者の継続的な交流。

班． 今 後

　

の 課 題 と 展 望

　

今後の最重要課題は， 社会参加に消極的な高齢
者をいかに取り込むかである。 実施内容について
は自治体任せではなく地域の状況を把握するＮＰ０
や大学との連携が望まれる。Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅな事業の
観点からは， 補助金に依存するのではなく， 民間
企業などとの連携が重要となるであろう。連携実
現には， 研究成果にも着目した共同研究体制の構

築が有用な手段であると考えられる。 地域のＮＩ〉○
や 民間企業の 参加 は， 地 域住 民と のｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ
な関わりや活躍の場の創出においても望ましい。
加えて， 現在課題となっている施策評価の面でも，
成果を重視する民間企業の参加はメリットが大き
いといえる。

　

また， 大規模コホート研究に加え， 各地域にお
ける成果評価を累積していくことは実施する側だ
けでなく住民にとっても重要である。 レセプト情

８７－－－（８６９）


